
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ○ 対象 ● 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 6,067 6,040 5,964 22,040

事業費

の内訳

令和3年度決算

企業及び支援対象者向けのチラシ・ポスターの作成、配布等９２４千円

令和4年度予算

企業及び支援対象者向けのチラシ・ポスターの作成、配布等１，７００千円
交付対象者への補助金１５，３００千円

人工 0.7 0.7 0.7 0.7

人件費 5,040 5,040 5,040 5,040

事業費 1,027 1,000 924 17,000

うち特定財源 0 0 0 15,300

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

他都市の状況

・仙台市：市が認定する企業へ就職した場合に、年間最大１８万円を３年間支給。支援に必要な経費は企業と市が
折半　・神戸市：市が指定する業種へ就職し、３年以上の勤務及び市内への定住をした場合に、奨学金１／２相当
額（上限１５０万円）を支給　・北九州市：市が認定する企業等へ就認定企業等からの半額寄附はさっぽろ圏人材
育成・確保基金に造成職した場合に、年間最大１８万円を３年間支援

実施結果

交付対象者数：９１名
認定企業数：１８８社（累計）

事業実施における
工夫点

北海道新聞への掲載や札幌商工会議所のダイレクトメール等を活用するほか、他事業の合同企業説明会やセミ
ナーで本事業の案内を行うなど、費用を抑えたうえで効果的な事業周知を実施

対象者 さっぽろ圏内での就職を希望する大学生、さっぽろ圏内の企業 開始 令和2 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

本事業をきっかけとして、連携中枢都市圏内の企業を知る機会を創出する。

長期

若者の地元定着を促進する。

取組内容

奨学金返還支援を行うことで、連携中枢都市圏内の企業を就職先として選択する若者を増やし、道外への転出抑
制を図る。
定員は毎年１００人と設定し、年間最大１８０千円を３年間（最大５４０千円）を上限として返還支援を実施。市が認
定する企業に就職して１年経過した後に、返還した奨学金を補助する。企業に対しては、市が支給する半額の寄
付を募り、応分の負担を求めていく（保育士等を採用する法人については例外あり。）
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 ■ 評価 □ 対象外 □ 回答 ■ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

● 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
費用を抑えて効率的に広報を行うことができ、交付対象者は昨年度よりも５名増加の９１名となった。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

認定企業及び支援対象者を増やすことができるよう、引き続き他事業と連携し周知広報を行う。

予算
引き続き認定企業を増やすために広報費を強化するほか、令和３年
度交付対象者への補助金に係る予算を要求する。 見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

認定企業数を伸ばすため、採用活動に積極的な企業が登録している
他事業のメルマガで事業周知を実施 見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

認定企業は中小企業であるため、採用計画上、毎年採用を行わない企業も一定数存在する。認定企業数を
伸ばすことが、交付対象者の増加にも繋がるため、企業向けの広報に注力していく必要がある。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

直営により事業を実施することで、関係機関での周知が行いやすく、費用を抑えた広報活動をす
ることができた。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

支援対象者へのアンケートでは、６２．１％が本事業が勤務先企業に就職する決め手に「大いに
なった」「多少なった」と回答しているほか、９８．５％が支給金額が妥当と回答している。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

B

定員には達しなかったものの、交付対象者は９１名と定員の９割を超える申請があった。
認定企業数は、累計で１８８社と順調に増えているものの、やや鈍化傾向が見られるため、事業
周知を強化していく必要がある。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

ウィズコロナを見据え、現在は採用活動を控えている企業が再開すれば、認定企業も増え、支援
対象者からの応募も定員に到達すると考えられるので、事業規模は適切である。

項目 判定 理由

100 91 100

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名 圏域内企業への就職者

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

86

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定


